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２００５年度事業活動報告 

 

１．ＮＰＯへの助成金配分事業を行いました。 

今年度も、昨年度に引き続き、ＮＰＯ法人、市民活動団体への幅広い助成を実施しました。 

 

２．ＮＰＯへの助成に関する調査研究、個人からのファンド提供システムの調査研究について

は、実行に至りませんでした。 

 

３．個人ファンドを含め基金の原資を増やす活動を行いました。 

 

４．認定ＮＰＯ法人申請の可能性について模索しました。 

 

５．内閣府主催のＮＰＯ法人の活動基盤強化に関する研修会開催に協力しました。 

 

 北海道ＮＰＯ越智基金では昨年から、立ち上げを試みている新しいグループ向けの一般応募

と、一応活動が軌道に乗り、次のステップに備えている活動を対象にした指定応募とに分け、

若干めり張りをつけた支援方法を採っています。 

 そうして、今年は指定応募に「青少年育成」をかかげました。締め切りに間に合ったのは一

般応募が３９団体、指定応募が６団体でした。各理事が個別に検討の上、８月２１日の理事会

に持ち寄って検討した結果は以下の通りです。 

 一般応募についてはこれまで通り、新たな試みに挑戦している方々を広く支援する方向で選

出し、指定応募に関しては「青少年育成」の観点から事業内容や社会的広がり等かなり綿密に

検討しています。越智基金の助成が九牛の一毛程度にしかならない巨大団体に対しては遠慮さ

せて頂きました。小規模活動の支援に当基金の使命があると考えていることは従来通りです。 

（北海道ＮＰＯ越智基金 代表理事  田口晃） 



 
２００６年ＮＰＯ越智基金助成金 指定助成団体一覧 

No. 団体名 ＮＰＯ 
法人格 助成金の使途 2006 決定

1 ニセコがんば会 ○ 作業用軽ワゴン車の購入費用 200,000

２ チャイルドラインさっぽろ ○ 年次報告書の発行費用、講演会開催費用 200,000

３ 札幌ＶＯ ○ スタッフの交通費、人件費 200,000

４ 楽しいモグラクラブ ○ スタッフの人件費等 200,000

総     額 800,000

 

 

 

２００６年ＮＰＯ越智基金助成金 一般助成団体一覧 

NO 団体名 ＮＰＯ 
法人格 助成金の使途 2006 決定

1 訪問型フリースクール漂流
教室 

 備品購入費、スタッフ研修費、交通費、車両維持費 100,000

2 夢の樹オホーツク ○ 「WISC-Ⅲ知能検査」の購入 100,000

3 スペース・からころ  ミシン、アイロン等の購入（作業療法）、交通費 30,000

4 交通倶楽部ゆうらん  ＮＰＯ法人化への準備費用（会計ソフト購入など）、事務費の軽減 100,000

5 札幌・障害者活動支援セン
ター ライフ 

○ 障害者の就労訓練費用 100,000

6 札幌街角ジャズフェスティバ
ル実行委員会 

 イベント開催費用（音響機器レンタル等） 50,000

7 ＣＯＭらっど（こむらっど）  講演会費用（チラシ送付等） 30,000

8 オルタナティブスクール 
シ・ペッ 

 会費の負担軽減、会議費への充当 100,000

9 ぶどうの木 ○ 教材購入費 100,000

10 エスニコ ○ 医療通訳養成にかかる事業費 50,000

11 札幌市民生活支援ネット 申請中 人材育成講座開催費用、調査費用、リーフレット作成
費用 

100,000

12 環境ＮＧＯ ｅｚｏｒｏｃｋ  会計ソフト導入、横断幕作成、プリンター購入、ボラン
ティアスタッフ交通費 

100,000

13 登別自然活動支援組織 モモンガくらぶ ○ 組織基盤の地固め 40,000

総     額 1,000,000

 

 



特定非営利活動に係る事業会計収支計算書 

自 2005 年月 10 月１日 至 2006 年 9 月 30 日 

特定非営利活動法人 北海道 NPO 越智基金 

 科目 予算 決算 差異 

Ⅰ 経常収入 寄付金収入 1,000,000 641,776 358,224

  その他収入 100 1,103 -1,003

  合計 1,000,100 642,879 357,221

Ⅱ 経常支出    

 １ 事業費 助成金支出 2,000,000 1,800,000 200,000 

  出資金支出 0 0

 2 管理費 事務費 20,000 6,130 13,870

  合計 2,020,000 1,806,130 213,870 

  当期収支差額 -1,019,900 -1,163,251 143,351 

  前期繰越収支差額 8,395,338 8,395,338 0 

  次期繰越収支差額 7,375,438 7,232,087 143,351 

1 資金の範囲は、現金預金です。 

2 次期繰越収支差額の内容は、次ぎのとおりです。 

科目 前期末残高 当期末残高 

現金預金 8,395,338 7,232,087

次期繰越収支差額 8,395,338 7,232,087

 

その他の事業に係る事業会計該当なし 

 

 

 

特定非営利活動に係る事業会計貸借対照表 

特定非営利活動法人 北海道 NPO 越智基金                   ２００6 年 9 月３0 日現在 

資産の部 負債及び正味財産の部 

Ⅰ 資産の部   Ⅱ 負債の部   

流動資産   流動負債   

現金・預金 7,232,087      

       

       

流動資産合計 7,232,087 7,232,087 流動負債合計  0

固定資産   負債合計  0

出資金 5,000,000  Ⅲ 正味財産の部   

   正味財産   

   その他正味財産 5,000,000  

   次期繰越資金 7,232,087  

固定資産合計 5,000,000 5,000,000 正味財産合計 12,232,087 12,232,087

資産合計  12,232,087 負債及び正味財産合計   12,232,087

 

その他の事業に係る貸借対照表該当なし 



特定非営利活動に係る事業会計財産目録 

 

特定非営利活動法人 北海道 NPO 越智基金                 2006 年 9 月 30 日現在 

科目・摘要 金  額 

Ⅰ 資産の部        

 １ 流動資産        

         現      金  0     

         普 通 預 金   北海道労働金庫 本店 7,232,087     

           流動資産合計    7,232,087   

 ２ 固定資産        

         出  資  金 NPO バンク事業組合 5,000,000     

           固定資産合計    5,000,000   

         資産合計      12,232,087 

Ⅱ 負債の部        

 １ 流動負債    0   

 ２ 固定負債    0   

         負債合計      0 

正味財産       12,232,087 

 

その他の事業に係る財産目録該当なし 

 

 

 

 

 

 

会計監査報告 

 

監査を実施した結果、財務諸表は適正に処理されていることを認めます。 

２００６年１０月３０日  監事  田渕 直子 

 
 
 



２００６年度事業活動計画及び収支予算案 

 

２００６年度事業活動計画（２００６年１０月１日～２００７年９月３０日） 

 

１．ＮＰＯへの助成金配分事業を行います。 

 

２．ＮＰＯへの助成に関する調査研究を行います。 

個人からのファンド提供システムを調査研究し、できるところから実行に移します。 

 

３．個人ファンドを含め基金の原資を増やす活動を行います。 

 

 

 

 

 

 

２００６年度収支予算書（特定非営利事業分） 

特定非営利活動法人 北海道ＮＰＯ越智基金 

 

２００６年度特定非営利活動に係る収支予算書 
（２００６年１０月１日から２００７年９月３０日まで） 

単位 円 

        科 目               予算額                 備 考 

    Ⅰ  収入の部 

１ 寄付金収入          1,000,000               篤志家等より 

      ２ その他収入       1,000               受取利息他 

     収入合計      1,001,000 

      

Ⅱ  支出の部 

   １ 事業費               2,000,000         助成金支出 

   ２ 管理費             20,000         事務委託料 

         支出合計             2,020,000 

         当期収支差額    -1,019,000 

         前期繰越収支差額   7,232,087 

     次期繰越収支差額   6,213,087 

 

その他事業に係わる収支予算書 

該当なし 


